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2026年1月26日（月) 

 立憲民主と公明の新党「中道改革連合」による公明票離脱の選挙区6割で自民

苦戦が伝えられ台湾有事を巡る国会答弁以降の日中関係悪化による負の経済的影

響等「内憂外患」と高い支持率に女性初の宰相「サナ活」に励む若年層が選挙に

行くなど2月8日投開票の衆院選は、自民260議席「絶対安定多数」は困難視され

233超の自民単独「過半数」超え着地が観測される。 

 

自民「辛勝」単独過半数で金利急騰・株高・円安一服 
 

 ある政界筋によれば、「高市・自民にとって厳しいのが、『中道』支援を組織

決定した創価学会が福岡と大阪両選挙区で自民候補落選に総力を挙げることであ

り、既に1月27日の公示を前に苛烈な選挙戦が始まっている」という。 

 高市早苗首相は1月23日召集の通常国会冒頭で衆議院を解散、衆院選挙は1月27

日公示・2月8日投開票となる。19日の解散表明時、記者団から今衆院選での獲得

議席目標・勝敗ラインを聞かれた高市氏は、「与党で過半数を目指す」とした上

で、「首相としての進退をかける」と明言した。自民党の現有議席196に日本維

新の会の現有議席34を足した230議席に3議席増やすだけで衆院過半数（233）を

達成できる。 

 よって実質的には衆院の17常任委員会の委員長を独占できる「安定多数」

（243）に届く13議席増を目指すと明言したと受け止める向きが永田町では支配

的である。因みに、自民単独での過半数には37議席増が必要である。 

 そこで問題となるのは、選挙結果と市場の影響だが、ある国際金融筋によれ

ば、1）自民単独「絶対安定多数」確保（260以上）＝株高・円安、2）自民単独

「過半数」確保（233以上）＝政策次第で株高・円安一服、3）過半数確保できず

＝株安・円高－がシナリオとして描かれているという。 

 そもそも、高市首相が通常国会召集冒頭の衆院解散を決断する要因の一つとし

て挙げられるのが「自民260議席」大勝を予想した「自民党内部調査」であり、

高市官邸から内々の要請を受けた自民党本部が急遽1月5-7日に実施した選挙予想

とされる。 

 同内部調査によれば、自民党が現有199議席から260議席へ飛躍、維新が34議席

から38議席へ増加、国民民主が27議席から35議席へ、参政党が3議席から17議席

へ増加、日本保守党3議席が5議席、立民148議席が70議席、公明24議席が18議席

へ減少が予想された。 

 永田町界隈に「自民260議席」大勝予想が出回ったのは、読売新聞オンライン

（電子版）が週末1月9日夜に「高市首相の1月23日の通常国会冒頭解散」とス

クープを報じた2日後の1月12日午前だった。 

 すなわち、読売新聞の解散スクープ報道と自民党260議席「大勝予想」の自民

内部調査が出回った1月上旬段階では自民党の単独過半数（233議席）はもとよ

り、安定多数（243議席）を上回る可能性、さらには俄かに信じ難いが「維新を

合わせて絶対安定多数（261議席）に届くこともある」との見方すら台頭したこ

とは言うまでもない。 

 ところが、「好事魔多し」というべきか、1月15日に立民の野田佳彦代表と公

公明離脱「選挙区6割」自民苦戦予想 
自民単独「過半数」現実味、絶対安定多数（260）困難 
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明の斉藤鉄夫代表が党首会談で新党「中道改革連合」結成で合意したのだ。 

 特に、公明党を支援する創価学会が自民潰しに本気になっており、「某選挙ア

ナリストによる公明票が自民候補から離脱した場合のシナリオのうち、『公明比

例票が自民候補から離脱し相手候補に乗った場合』、同選挙区のうち約6割の選

挙区で野党系候補が逆転する驚愕のシナリオ」（ある政界筋）が示されたとい

う。 

問題は1月19日、首相による衆院解散と消費税減税の表明を受け超長期債（40年

債）利回り）が初の4％大台に急騰し、世界経済フォーラム（WEF）年次総会

（ダボス会議）に登壇したベッセント米財務長官が米NY市場の米株・米債・ドル

のトリプル安を「日本からの波及効果を分離して考えることは非常に難しい」と

高市首相の「責任ある積極財政」に責任転嫁したことだ。 

 日本の長期金利上昇は金融「正常化」の動きであり需給面の裏付けがあるが、

日米当局間の不協和音は、選挙で自民単独「絶対安定多数」260超の大勝となら

ない限り、消費税減税の財源論や台湾有事発言の火消しなど金利急騰、円安・株

高の一服材料として自民単独「過半数（233超）」の辛勝を彷彿とさせる。 

 

与野党ともに強まる「財政ポピュリズム」 

 

 「ポピュリズムへの対応なくして選挙の勝利はない」－。毎日新聞（25年11月

29日付）「自民党70年インタビュー」で斎藤健元経産相がこう語っている。 

 自民党が大敗し2度目の下野を余儀なくされた2009年の衆院選で初当選を果た

した斎藤健前経産相、「初当選して直ぐに与謝野馨元官房長官から『長期政権が

下野した海外の例を調べてほしい』と指示を受けた。海外の事例を調べると、オ

ランダCDAのケースに辿りついた。野党だったので、外務省に頼らず個人的なつ

てを使い、2010年春にオランダへ行き、1週間かけて政府関係者や学者に話を聞

いて、報告書にまとめた」（「毎日新聞」25年11月29日付「自民党70年インタ

ビュー斎藤健元経産相『下野と同じ危機感を』」）という。 

 オランダCDAと自民党には共通点があった。CDAは長期政権で、いわゆる業界

団体や高齢者、農家、地方の支持が厚かったが、下野した1994年前後は欧州通貨

統合の影響で財政規律が厳格化、業界団体への予算カットで団体の支持離れが起

き、年金改革や市町村合併で支持基盤が揺らいだ。さらに、伝統的なキリスト教

文化も世俗化が進み、浮動票が増えて党の求心力が落ちた。「地域社会への帰属

意識が薄くなり、政治家自身が人々を説得できるような魅力的な人間でなければ

票が取れない状況は日本と共通している」（斎藤健議員）－。 

 CDAは野党時代、支援団体や地方との関係見直しと強化、政策・イデオロギー

の見直しを徹底し、40代の若い党首で「改革」をアピール、台頭するポピュリズ

ム政党の主張を否定せず、より穏健な主張で幅広い受け皿となり、8年後の2002

年に政権復帰を果たした。 

 冒頭の言葉は、斎藤氏が海外の与党転落と復活の歴史を調べた際、オランダ政

府関係者から聞いた一番印象に残っている言葉だという。 

 一方、高市首相は衆院選に向けて食料品の消費税減税など家計支援に向け「責

任ある積極財政」を

アピールし、分配重

視の「財政ポピュリ

ズム」に傾斜を強め

ている。維新の会は

2年間に限って食料

品の消費税率をゼロ

にすると約束した一

方、自民党は2年間

のゼロに向けて政

府・超党派の国民会
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議での「検討を加速する」と掲げた。 

1月22日には立憲民主党と公明党が結党した「中道改革連合」や国民民主党など

野党が公約を発表、「中道」が食料品の「恒久的」な消費税率ゼロを提案し、財

源として示したのが公明党発案の政府系ファンド（SWF）の運用益だ。 

 外為資金特別会計（外為特会）や年金積立金、日銀が保有する上場投資信託

（ETF）などを原資として想定する。年金積立金管理運用独立行政法人（GPIF）に

蓄積された運用ノウハウを活かし1つのファンドで効率的な運用を目指すという。 

 一方、国民民主党は「教育国債」を訴え、年5兆円の教育国債を発行し、子育

て・教育や科学技術予算を倍増する。3歳から義務教育を導入し、給食代や教材

費、修学旅行費を含む高校までの教育費を完全無償化するとした。むろん、国民

民主は消費税減税も公約に盛り込み、与党や中道との違いは食料品に減税を限定

しない点、賃金上昇率が物価を安定的に上回るまで一律5％にすると唱えてい

る。なお、共産党は消費税をただちに5％に減税し、将来的に廃止を目指すと

し、れいわ新選組は一律廃止、参政党は段階的な廃止を訴える。 

 自民や中道は共に所得税の税額控除と給付を組み合わせた「給付付き税額控

除」創設を主張しているが、政策目的や中長期の方向性の説明が乏しく、維新は

医療費を年間4兆円以上削減し「現役世代1人当たり社会保険料を年間6万円引き

下げの公約を掲げるものの協議は難航必至とされる。 

 何より、消費税は国と地方が負担する年金や医療、介護に子ども・子育て支援

など社会保障の安定財源であり、全世代で社会保障を支える意義があることを忘

れてはならない。景気や業績に連動する法人税に比べ、景気変動の影響を受けに

くい安定財源としての消費税の安易な減税は「財政ポピュリズム」の極みとなっ

て財政悪化懸念に長期金利上昇と歯止めなき円安を助長しかねない。 
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ドル円と日米金利差

ドル／円[左軸] 日米金利差[10年債利回り、右軸]


